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2022年基本要求／青年部・非正規職員交渉を行う
通勤手当早期支給など、経済的に厳しい若年層職員の負担感に寄り添った対応を要求
若年層が抱く県庁のイメージ「雰囲気が暗い」「人間関係がドライ」の深刻さを受け止めよ
自治労県職労青年部は１月17日、基本要求交渉の一環として青年部交渉を行い、３名が出席しました。
青年部からは主に次の要求・発言を行いました。
①初任給及び若年層の賃金改善
②新採職員への通勤手当早期支給又は概算払いの実施
③育児中の職員に対する配慮措置（育児休業手当金の早期支給、育休承認辞令の早期交付、各種制度の周知徹底等）
④職場の雰囲気が暗く、職員間の交流が少ないため孤立している
⑤昨年の豚熱対応の問題点を踏まえ、次に活かすこと
　当局側からの回答要旨は次のとおりでした。
①初任給については「そんなに安いかな」という印象を持っている。
②本県のような規模になると一定の限界はある。給与事務センターにおいては、新規採用職員の通勤手当申請を一気に取りまとめて処理し、今年度は５月中に支給完了したと聞いている。今後も工夫しながら行う。
③共済組合法等の規定により、育児休業手当金の支給が一定程度遅くなる。ある期間を育児休業したという実績確認しないと支給できない。しかし、育児してい
る職員が活躍できる環境づくりをすることは重要。育児と仕事の両立ができるよう引き続き支援していく。
④新型コロナウイルス感染症の影響により職員間の交流が困難になった。上の世代が下の世代に飲み会を誘いにくく、「声を掛けていいのかな」と躊躇している事情もあるようだ。
⑤対応マニュアルの改訂も含め、プロジェクトチームを中心に奮闘していただいた印象を持っている。発生場所により現場の作業環境は当然異なるものと思うが、休憩場所の整備等は重要であるという認識である。
〇人材確保に関する課題は組合と認識を共有している。
〇ワークライフバランスを重視する若年層が増加している。
〇定年延長に伴い、若年層の職員は今後40年前後働き続けることとなる。多くの時間を職場で過ごすのだから、仕事を楽しくできるようにすることが重要。
　当局側からの回答を受け、青年部からのコメント
●初任給を時給換算した場合の最低賃金との差は年々減少傾向であり、以前は500円前後の差だったにもかかわらず、今は200円台。若年層の賃金水準が相対的に低くなっていることを意味する。また、以前に比べて社会保険料や物価、住宅価格等が上昇している。額面だけを見ないでほしい。
●採用前の１月に内定者の住所を照会しているのだから、４月中の概算払いは可能なのではないか。配属先通知は遅い上、通勤手当の支給も遅く、国や他自治体では支給される移転料の支給はなく、職員宿舎もない。新規採用職員への負担感に寄り添った対応を要求する。
●実績確認後に手当金支給という制度は承知しているが、そもそも育休承認辞令の交付の遅いことが問題。４月１日から育休取得した際、辞令が３月30日に交付されたため申請が遅れ、手当金の支給が６月半ばとなった。２か月半も無給で暮らした。辞令の交付を早期に行い手当金申請がスムーズに行えるよう要求する。
●青年部には他自治体から転職した組合員が複数いるが、全員揃って「神奈川県庁の職場の雰囲気は暗い」「人間関係がドライ」といった感想を持っている。新型コロナウイルス感染症等の影響もあると思うが、目の前の仕事に忙殺されて職員に余裕のないことが要因ではないか。
●豚熱やコロナ対応により、応援に行った職員だけでなく、応援に送り出した職員にも負担が増している、職員数を増やしてほしい。
　自治労県職労青年部では、今後も若手職員を中心とした課題に取り組むため、当局と交渉していきます。

　青年部交渉に引き続き、再任用職員、会計年度任用職員の組合員が参加して、それぞれ率直な思い、要求を当局に伝えました。

〇再任用職員

◇再任用職員の人事評価について：短時間再任用は「主事・主任主事」と同じ基準での評価となっており大変違和感がある。これまでの経験や知識を買われて再任用になっている。これから人材育成していく若手職員と同じというのは適正な評価基準ではない。再任用にあった評価基準が必要ではないか。
◇一時金の支給月数について：実態として仕事は質・量ともに現役時代と変わらない。コロナ対策でも現役とともに取り組んでいる。再任用だけがボーナスが少ないことに疑問の声が多い。国の動向だけでは現場のモチベーションは持たない。国の制度というならきちんと国に制度改正を働きかけてほしい。
◇一時金の支給月数について：再任用制度が導入されたときは、まだ年金の一部が支給されていた。「年金＋再任用の収入」ということで、「短時間勤務が基本、２級格付け、ボーナスは現役の半分」という設定だった。現在は年金が全く支給されず、フルタイムが基本となっている。「ボーナス半分」の前提条件が変わっている。
◇コロナや豚熱の対応について：コロナ応援を出すと、再任用も含めてその分の仕事が増えている。コロナや豚熱を含めて、災害等が発生した時に対応できる体制の整備が必要だ。

〇会計年度任用職員
◇報酬について：会計年度任用職員の仕事は「補助的、定型的業務」ということで、報酬の上限が大卒初任給に設定されている。自分の手取りは13万円弱でそこからさらに住民税を払っている。
相談業務を行っているが、相談業務は知識経験が必要であり、職員の「補助」でも「定型的」でもない。業務に見合った報酬にしてもらいたい。
◇報酬について：組合のアンケートでは、約半数が「補助的、定型的業務である」と回答しているが、約23％は「補助的、定型的業務ではない」と回答している。他県の調査でも、業務内容を問わず報酬を一律にしているところは少ない。業務内容に応じた報酬基準を決めている。ぜひ見直してもらいたい。
◇雇用について：会計年度任用職員として働いている仲間の多くは、40代から60代の女性で、県からの収入だけで生活している人も少なくない。今年の3月は多くの仲間が任期末を迎える。現在の制度では、本人にやる気や実績があっても雇用されない可能性もある。雇用の継続が何よりも大事だ。安心して働けるよう、組合が提案している「名簿方式」も含めて制度を改善してもらいたい。

◇同一労働同一賃金について：昨年、妊娠した会計年度任用職員が雇止めされたことで、公務の非正規職員は、民間の非正規労働者が保障されている権利すら保障されていないことを改めて認識した。
当局は、「妊娠が理由ではなく、その業務が無くなったから」というが、民間でそれが男女雇用機会均等法違反に当たる。民間では仮にその業務が無くなったとしても、企業倒産等の切迫した事情でもない限り、他部署で雇用を継続しなければならない。法的には問題ないとしても、せめて民間の非正規労働者が保障されている権利は認めてもらいたい。
◇健康診断について：会計年度任用職員の健康診断項目は、常勤職員や再任用職員と比べて少ない。50代、60代の人も多く、生活習慣病の心配もある。健康診断項目の充実をぜひお願いしたい。
勧奨退職を予定している方へ

手続きが必要ですので組合事務所までご連絡を！（TEL 045ｰ201-2961）
勧奨退職を予定している方


手続きが必要ですので組合事務所までご連絡を！（TEL 045ｰ201-2961）





現所属への再度の任用が可能であることを改めて確認


～会計年度任用職員


再任用・会計年度任用職員交渉を実施








